第１４章　物価及び家計
卸売物価の動向
昭和53年の大阪市内卸売物価指数は、年平均で149.5（昭和45年を100とする）で、昭和52年に比べ1.5パーセントの下落となり、前年（プラス1.1パーセント）より著しく鎮静化した。年平均でマイナスとなったのは、50年（マイナス2.0パーセント）以来３年ぶりのことである。
　これを四半期別の動きでみると、1月から3月期は、公共投資の拡大と在庫調整の進捗から繊維、鉄鋼が値上がり、0.5パーセント高となった。しかし4月から6月期には、0.2パーセントのマイナスに転じ、7 月から9月期は、円高の再燃から化学製品、石炭・石油・同製品、非鉄金属、木材、紙・パルプなどが一段安となり、0.6パーセント安と下げ足を速めた。 10月から12月期に入って、為替相場が円安・ドル高に転じたほか、海外商品市況の高騰や公共投資関連を中心とする内需の増加に伴い、0.4パーセントの上昇となった。
消費者物価の動向
昭和53年平均の大阪市消費者物価指数は、総合指数で122.9 （昭和50年を100とする）となり、昭和52年平均に比べ4.1パーセントの上昇となった。最近年次の上昇率の推移をみると、48年が11.5パーセント、49年が24.2パーセント、50年が12.3パーセント、51年が9.5パーセント、52年が7.9パーセントとなっており、50年以降鎮静化してきた消費者物価指数は、53年ではこの傾向が一層強まった。
　53年の消費者物価の上昇は、雑費の5.5パーセントを最高に、食料の3.8パーセント、住居、被服のともに3.5パーセントとそれぞれ上昇を示したためである。しかし、光熱は、為替差益の還元として、電気・ガス料金の割引が、53年10月から実施されたため1.3パーセントの下落となった。
　内訳をみると、雑費では教育の19.1パーセント、保健医療の10.4パーセント、食料では塩干魚介の18.8パーセント、乾物の11.4パーセント、住居では家賃の5.8パーセント、被服では和服の6.1パーセント、身の回り品の4.2パーセントなどがそれぞれ大きな上昇率を示している。
　一方、消費者物価の地域差を６大都市別にみると、全国を100として、東京都区部109.6 （食料108.1）、横浜市106.0 （同104.4）、京都市105.8 （同107.3）、神戸市104.4（同103.7）、大阪市104.0 （同106.2）、名古屋市103.5 （同103.7）の順となっており、総合、食料とも東京都区部が最も高くなっている。
家計費の概況
昭和53年の大阪府勤労者世帯の家計の状況をみると、実収入では１世帯平均29万6,115円（年額355万3,380円）で、前年（27万7,081円）に比べて6.9パーセントの増加、実質では2.9パーセントの増加となった。内訳をみると、世帯主収入は25万9,555円で4.8パーセント増、実質では0.9パーセント増となり、世帯主以外の収入は1万8,957円で26.0パーセント増、実質21.2パーセント増であった。
　手取り収入（実収入から非消費支出を引く）は26万4,193円で5.5パーセント増、実質では1.5パーセント増となった。
　一方、消費支出（生計費）は21万1,131円で前年（19万8,016円）に比べて6.6パーセントの増加、実質では2.6パーセントの増加となった。この消費支出の増加のうちの大部分は雑費の増加であった。
　消費支出を五大費目別にみると、食料費は６万6,620円で前年比3.2パーセント増、住居費は１万9,975円で同7.4パーセント増、光熱費は8,245円で同7.8パーセント増、被服費は１万9,866円で同2.3パーセント増、雑費は９万6,425円で同9.9パーセント増であった。この結果エンゲル係数は31.6パーセントとなり、前年より1.0ポイント低下した。
　又、非消費支出（税金、社会保障費等）は３万1,922円で前年比19.3パーセント増、実支出以外の支出（貯金、保険掛金等）13万4,156円で17.5パーセント増であった。
　このような勤労者世帯の家計収支のバランスをみると、平均消費性向（消費支出を手取収入で割る）は79.9パーセントで前年を0.8ポイント上回り、又、貯蓄純増（貯金・保険掛金から貯金引出・保険取金を引く）は３万4,191円で前年比4.8パーセント減となり、平均貯蓄性向（貯蓄純増を手取収入で割る）は12.9パーセントで前年より1.4ポイント低下した。
　なお、黒字は前年比1.4パーセント増の５万3,062円であった。
